
④後期基本計画（次期行革プラン検討案）



○次期行革プランの計画期間は，市長任期と連動した後期基本計画の計画期間と同様に，
２０１９年度から２０２２年度までの４年間とします。

○次期行革プランは，行革プラン２０１５
と同様に，調布市基本構想に掲げたまち
の将来像の実現に向けた，まちづくりの
実践に当たっての３つの基本的な姿勢
「市民が主役のまちづくり」，「市民の
ための市役所づくり」，「計画的な行政
の推進」を柱として，４つの方針とそれ
らに連なる個別プランで構成します。

○行革プラン２０１５（平成２７年度～平成３０年度）における体系や個別プランを発展的に継承する
とともに，次期行革プランに位置付ける個別プラン（具体的な取組）については，現在取り組んでい
る行革プラン２０１５における個別プラン（４０プラン）の進捗状況や取組課題のほか，行革プラン
２０１５策定後における社会情勢の変化や国・東京都における取組の動向等を踏まえて，必要な見直
しや新たな個別プランの検討に取り組むこととします。併せて，計画期間中における一般財源や様々
な財政需要の見通しを踏まえた中で，基本計画に位置付ける施策・事業の着実な推進に資するため，
次の３つの視点からの取組について，これまで以上に積極的に取り組んでいくこととします。

○また，これまでと同様に，限られた経営
資源を効果的・効率的に活用し，質の高
い市民サービスを将来にわたり持続的に
提供していく観点から，「質的な改革」
と「量的な改革」を両立させながら，
「最少の経費で最大の効果」を目指して
いきます。

○次期基本計画の分野別計画に位置付ける各施策・事業を着実に推進していくため，市政経
営の２つの基本的な考え方である「参加と協働のまちづくり」，「持続可能な市政経営」
を踏まえ，基本構想に掲げたまちづくりの実践に当たっての３つの基本的な姿勢を柱とす
る，調布市における行財政改革の具体的な取組を示すもので，限りある経営資源（ヒト
・モノ・カネ）を効果的・効率的かつ最大限に活用する中で，質の高い市民サービスを将
来にわたり持続的に提供していくことを目指しています。

〇次期行革プランの推進に当たっては，各個別プランの所管部署との連携を図る中で，取組
状況や課題等の把握に努め，ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる進行管理を推進します。
また，次期行革プランの着実な推進につなげるため，庁内における行政経営会議のほか，
行政外部の広範な視点から意見聴取を行う行財政改革推進会議を活用します。更に，毎年
度の取組実績や成果等については。市民に分かりやすく公表します。

次期行革プランの全体概要

次期行革プランの位置付け

○税制改正等による減収影響が想定される中，市税収入をはじめとした一般財源の大幅な伸
びは期待できません。その一方で，社会保障関係経費や公共施設等の老朽化対応経費の増
加など，様々な財政需要が見込まれますが，そのような状況にあっても，市では，基本計
画に位置付ける施策・事業の着実な推進を図っていく必要があります。

○多様化・複雑化する市民ニーズへの対応や国・東京都からの権限移譲などにより，市にお
ける業務量が増加し続けています。こうした中で，質の高い市民サービスを将来にわた
り持続的に提供していくため，ＩＣＴ（情報通信技術）等の進展を踏まえ，サービスや業
務効率の向上等に資する効果的な活用の検討，実践などと併せて，費用対効果を踏まえた
積極的な民間活力の活用のほか，女性職員の活躍推進，ワーク・ライフ・バランスの実現
に向けた時間外勤務の縮減や多様な働き方の推進など，職員の働き方の見直しが求められ
ています。

○将来的な人口構造の変化や施設の老朽化，管理運営費，改修・更新費の縮減，負担の平準
化といったインフラを含む公共施設全体を取り巻く課題に対応していくため，「調布市公
共施設等総合管理計画」に基づく，長期的な視点による総合的かつ計画的な公共施設等マ
ネジメントの取組が求められています。

○これらのことを踏まえ，今後も引き続き，様々な手段を活用した「財源確保」と創意工夫
に基づく「経費縮減」を基本とする不断の行財政改革に取り組む必要があります。

次期行革プランの策定の背景

次期行革プランの計画期間と体系

次期行革プランの策定の視点

次期行革プランの推進体制
 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

基本構想

　  　　　　　　前期基本計画

 　 　　　　　　行革プラン２０１３

基本構想（２０１２年６月１９日議決・策定）

基本計画

　　　  　時点修正 修正前期基本計画 後期基本計画

　　　　  時点修正 行革プラン２０１５ 次期行革プラン

⇒現状における業務内容や進め方の検証（業務分析）を踏まえ，業務フローの見直し（簡
素化）やＩＣＴ（情報通信技術）等の活用に取り組みます。

⇒公立保育園や児童館の運営，給食調理業務のほか，庁内各部署における窓口，内部事務
などにおける民間活力の活用を検討，推進します。

⇒公共施設等総合管理計画に掲げた基本方針を踏まえ，個別施設の在り方，方向性を示す
「（仮称）公共施設マネジメント計画」の策定や，市庁舎，グリーンホール，総合福祉
センター，学校施設の整備のほか，官民連携等のモデル事業（クリーンセンター跡地活
用）などに取り組みます。

アウトソーシングの推進

事務の効率化

公共施設等マネジメントの推進

【次期行革プランにおける取組のポイント】

【「質的な改革」と「量的な改革」の両立】

３つの柱・４つの方針・個別プラン

【第１の柱】　市民が主役のまちづくり

方針１　参加と協働のまちづくりの実践　　　　個別　５プラン

【第２の柱】　市民のための市役所づくり

方針２　効率的な組織体制の整備　　　　　　　個別１５プラン

方針３　人材の確保・育成　　　　　　　　　　個別　４プラン

【第３の柱】　計画的な行政の推進

方針４　計画行政の推進　　　　　　　　　　　個別１７プラン

次期行革プラン検討案



○様々な参加と協働の仕組みを活用しつつ，実践を踏
まえた運用改善を継続しながら，市民や市民活動団
体，民間事業者等といった多様な主体との連携を図
る中で，市民と行政の適切な役割分担の下，参加と
協働によるまちづくりを一層推進します。

次期行革プラン
第１の柱：市民が主役のまちづくり 参 加 と 協 働 の ま ち づ く り の 実 践方針１ 次期行革プラン検討案

○市民参加・協働の実践を踏まえ，幅広い意見の把握や，多様な主体との連携につながる工夫や運用改善に努め，参加と協働のまちづく
りを一層推進します。また，幅広い観点から，多様な主体との連携・協働に関する取組を検討，推進します。

○高齢化等による社会環境の変化など，地域コミュニティを取り巻く現状を踏まえ，今後におけるふれあいの家の在り方について，コ
ミュニティ施設全体の中で検討します。

○市政情報や調布のまちの魅力について，様々な広報メディアの特徴を活かし，市民とも連携を図りながら，より分かりやすく効果的に
発信します。

取組の視点 個別プランの取組概要

スペースが余る施策は，関連す
る写真・ポンチ絵等を掲載して
ください。

○参加と協働によるまちづくりの推進
・社会状況の変化に伴って多様化・複雑化する市民

ニーズにきめ細かく対応していくためには，市民や
地域コミュニティ，各種団体等の多様な主体の自主
的な活動の促進を図りつつ，共に考え，公共を担う
という参加と協働によるまちづくりを進めていくこ
とが重要な取組の一つとなっています。

○市民参加プログラム等に基づく取組の推進
・市では，市民参加と協働に関する基本的なルールと

して「調布市市民参加プログラム」を定めているほ
か，職員向けの手引きである「市民参加手続ガイド
ライン」，「協働推進ガイドブック」を活用し，市
民参加と協働に関する理解を深めながら，その一層
の推進に取り組んでいます。

○市民に開かれた市政の推進
・「調布市自治の理念と市政運営に関する基本条例」

を具現化する取組の一つとして，「調布市パブリッ
ク・コメント手続条例」，「調布市審議会等の会議
の公開に関する条例」を施行し，これらの条例を適
切に運用することにより，市民により開かれた市政
を推進し，市政運営における公平性の確保・透明性
の向上を図っています。

○市民参加手法の運用改善及び創意工夫
・「調布市パブリック・コメント手続条例」等の適切

な運用に努めるとともに，市民参加プログラム等に
基づく実践を踏まえた，市民参加手法全般の運用改
善や創意工夫に継続して取り組みながら，参加と協
働のまちづくりを推進していく必要があります。

○市民との情報の共有
・参加と協働の前提として，市民との情報の共有化を

図ることが重要であるため，的確な情報を必要な人
により分かりやすく伝えられるよう，様々な広報メ
ディア等を活用しつつ，市民ニーズや社会状況に即
したより効果的な情報提供や，市が保有する様々な
データの積極的な公開に取り組む必要があります。
併せて，市民による様々な情報発信を促していく必
要があります。

現状と主な課題

◆市民参加と多様な主体との連携・協働の推進
・審議会等の会議の公開に関する条例やパブリック・コメント手続条例の適

切な運用を図るとともに，これまでの参加と協働の実践を通じた課題整理
を踏まえて，市民参加プログラム等の実態に即した見直しを進めます。
また，幅広い意見の把握や多様な主体との連携につながるよう，運用改善
や創意工夫に引き続き努め，市民参加と協働を更に推進します。

１－２ 参加と協働の推進のための環境整備

基本的取組ごとの個別プランの内容

１－１ 参加と協働のまちづくりの実践

◆市民活動・地域コミュニティ活動に関する支援の推進
・市民活動・地域コミュニティ活動の更なる活性化につなげ

るため，市民活動支援センターにおける様々な相談への対
応や情報発信，コーディネート等の取組を推進します。
また，交流事業のほか，地域活動情報紙や地域コミュニ
ティサイト「ちょみっと」を活用した市民活動のきっかけ
づくりを推進します。

◆コミュニティ施設の在り方検討
・市民の様々な活動の拠点として利用されている地域福祉セ

ンター及びふれあいの家について，市民ニーズや求められ
る機能のほか，双方の施設の関係性，施設運営上の課題を
踏まえて，コミュニティ活動の場の確保方策も含めた今後
の在り方を検討・整理します。

１－３ 行政情報の積極的な提供

◆積極的な市政情報の提供
・紙面・インターネット・映像など多様な広報メディアの特

徴を生かした効果的な情報提供，魅力発信と併せて，市が
保有する様々なデータを市民や事業者などが利用しやすい
形式で公開・更新します。
また，社会状況の変化を踏まえた各種広報媒体の有効性を
検証し，より効果的・効率的な情報提供を推進します。

◆適切な公文書管理の推進
・文書管理システムの適切な運用や研修等を通じて，適正な

公文書管理事務を推進することで，市政の透明性・信頼性
を高めるとともに，市民共有の財産である公文書の適切な

管理・保存・公開に取り組みます。

新規プラン



○市民のための市役所を実現するため，市民の視点に
立って，質の高い市民サービスを効果的・効率的か
つ安定的に提供することができるよう，費用対効果
なども踏まえた更なる民間活力の活用などの検討も
含めて，市役所の組織を強くする観点から，体制づ
くりを進めます。

次期行革プラン
第２の柱：市民のための市役所づくり

効 率 的 な 組 織 体 制 の 整 備方針２ 次期行革プラン検討案

○限られた経営資源を最大限に活用する中で，多様な任用形態に基づく人材の効果的な活用や庁内における横断的連携を図りながら，
引き続き，簡素で効率的な組織体制づくりに取り組みます。

○質の高い市民サービスの継続的・安定的な提供に向けて，事務の簡素化と併せて，先進事例を参考にしながら，ＩＣＴ（情報通信技
術），ＲＰＡ，ＡＩなどの活用検討，導入による効率化や，一層の民間活力の活用を推進します。

○災害等発生時における対応力の向上や，業務上のリスクへの適切な対応などを図ることで，市民に信頼される市政を推進します。

取組の視点

スペースが余る施策は，関連す
る写真・ポンチ絵等を掲載して
ください。

○簡素で効率的な組織体制づくり
・簡素で効率的な組織体制づくりを目指して，職員の

適材適所の配置と定数管理に継続して取り組むとと
もに，再任用職員など多様な雇用形態に基づく人材
の効果的な活用のほか，庁内における組織横断的な
連携の推進などに取り組んでいます。

○事務の簡素化・効率化，民間活力の活用の推進
・質の高い市民サービスの持続的な提供や行政の効率

化を図るため，引き続き，業務の見直し，改善によ
る事務の簡素化・効率化を図る必要があります。
また，費用対効果を踏まえた積極的な民間活力の活
用の推進や，ＩＣＴ（情報通信技術），ＲＰＡ※，
ＡＩなどの活用検討，試験的な導入などに取り組ん
でいきます。

※「ＲＰＡ］
⇒内部事務における定型的な人的作業を自動化

するソフトウェア

○市政運営における透明性，信頼性の確保
・市民サービスの効率化や業務の実施において様々な

手法等を活用するに当たっては，市政における透明
性・公平性・信頼性の確保に努めていく必要があり
ます。

○他自治体等との連携
・質の高い市民サービスの提供や，災害対応などの広

域的な行政課題への対応においては，近隣をはじめ
とする他自治体との連携や，市内外の民間事業者等
との連携に取り組んでおり，今後も引き続き，他自
治体等との連携を図っていく必要があります。

○業務上のリスクを踏まえた事務の適正な執行
・地方自治法の改正（平成３２年４月施行）では，地

方公共団体における事務の適正な管理及び執行を確
保し，不適正な事案を防止するためのより一層の体
制整備が求められています。市においても，これま
でにおける様々な取組を継続し，行政内部のルール
に基づく対応の徹底や，業務上の様々なリスクの管
理に向けた取組について，検討，対応を図っていき
ます。

現状と主な課題

◆組織体制の整備
・組織横断的な連携を図りながら，調布市

基本計画における施策や事業を推進する
ための執行体制を整備するとともに，常
勤職員定数の抑制に努めることで，簡素
で効率的な組織・人員体制づくりを推進
します。また，収納事務一元化（市税・
国民健康保険税）に取り組みます。

２－２ 市民サービス提供主体の見直し

２－１ 効率的で機能的な組織・システムづくり

◆公立保育園における民間活力の活用

・良質で持続可能な保育サービスの提供に向けて，公立保育園のより効
率的な運営及び施設管理を図るため，児童福祉法に基づく「公私連携
型保育所」制度を用いた民間活力の活用を推進します。

◆児童館における民間活力の活用
・多様化・複雑化する子ども・子育て家庭のニーズへの対応を踏まえ，

より効果的・効率的な児童館運営に向けて，児童館における機能の在
り方などの整理に基づき，民間活力を活用した運営方法の見直しを推
進します。

２－３ 市民に信頼される市政の推進

◆業務リスクへの対応
・市政を取り巻く状況の変化や市民ニーズの多様

化・複雑化に伴う業務量の増加，業務の実施手

法・活用ツールの変化などにより，日常業務の
適正な執行において様々な課題やリスクが存在
していることを踏まえ，事前の防止対策や事案
発生時における迅速・的確な対応に関する取組
を推進します。

◆多様な契約手法の検討・活用
・プロポーザル方式の手法について，他自治体の

運用事例を参考としながら，個別の業務内容に
応じてより活用しやすい手法となるよう見直し
を図ります。また，事務効率等の観点を踏まえ，
他自治体における取組事例を参考としながら，

多様な契約手法について検討します。

◆事務の簡素化・効率化の推進
・庁内における業務量の増加への対応などを踏まえ，より効率的な業務執行を推

進するため，既存業務の分析・検証等を行い，業務プロセスの見直しやＩＣＴ
（情報通信技術）等の活用による事務の簡素化・効率化に取り組みます。

<その他の取組>
◆監理団体の活用・連携の強化
◆情報システムの総合的かつ計画的な管理の推進

◆窓口サービス及び内部事務における民間活力の活用
・限られた経営資源の中で，多様化・複雑化する市民ニーズのほか，施

策の推進や新たな課題へ適切に対応するに当たり，業務の効率的な実
施によるコストの抑制はもとより，職員が真に担う必要がある業務に
注力できる環境を整えるためにも，窓口業務や内部事務における民間
活力の活用を推進します。

<その他の取組>
◆民間活力の活用
◆学校給食調理業務における民間活力の活用
◆指定管理者制度の活用
◆マイナンバー制度の適切な運用

<その他の取組>

◆災害対応能力の向上
◆新型インフルエンザ等への対応

新規プラン

新規プラン

新規プラン

個別プランの取組概要

基本的取組ごとの個別プランの内容



○市役所の組織を強くする観点から，職員一人ひとりが多様化・複雑化する市民ニー
ズや様々な制度改正等といった市政を取り巻く状況の変化に的確に対応し，市政の
担い手として意欲を持って職務に取り組む中で，全ての職員がそれぞれの能力を発
揮することができるよう，採用，研修，自己啓発，職場環境整備等を通じて，これ
からのまちづくりに必要な人材の確保と育成を図ります。

次期行革プラン
第２の柱：市民のための市役所づくり

人 材 の 確 保 ・ 育 成方針３ 次期行革プラン検討案

○多様化・複雑化する市民ニーズにきめ細かに対応するため，有為な人材の確保と，研修や自己研鑽等
を通じた職員の職務意識や能力の向上を図ることと併せて，高度な専門性を有する人材の確保・活用
を推進します。

○平成３２年度からの会計年度任用職員制度の導入に適切に対応しながら，多様な任用形態に基づく効
果的な人材の確保に取り組みます。

○職務に対するやりがいや意欲の向上等を図るため，人事・給与制度の適切な運用や見直しに取り組み
ます。

○人事行政を取り巻く情勢の変化を踏まえ，人材の育成と働き方の見直し（時間外勤務の縮減や多様な
働き方の推進）によるワーク・ライフ・バランス実現に向けた取組と女性職員の活躍推進も含め，誰
もが活躍できる職場環境づくりに取り組みます。

取組の視点

スペースが余る施策は，関連す
る写真・ポンチ絵等を掲載して
ください。

○人材の確保
・将来的に生産年齢人口の減少が見込まれる中でも，市政を推進する人材を確保して

いく必要があります。
また，平成３２年度から会計年度任用職員制度が始まることから，臨時・非常勤職
員の任用に関する条件を整理し，職の性質にあった任用を進めていく必要がありま
す。さらに，国家公務員の定年延長が検討されており，地方公務員への波及も想定
されることから，その動向を注視していく必要があります。

○職員の専門性
・市政を取り巻く状況が変化する中，様々な法改正や制度改革への対応のほか，法的

対応やＩＣＴ活用など専門性の高い職務に適切に対応できる人材の必要性が高まっ
ており，引き続き，専門性を有する人材の確保・育成に努めていく必要があります。

○職員の育成，職務意欲の向上
・市では，「調布市人材育成基本方針」や「調布市特定事業主行動計画」等に基づき，

職員の職務能力や職務意識の向上，ワーク・ライフ・バランスを実現できる職場環
境づくりなどを通じて，市政の担い手となる人材の確保・育成に取り組んできまし
た。
また，「団塊世代の職員」の大量退職とそれに伴う新規採用職員の採用により，現
在の職員構成は，入庁１０年未満の職員が約４割を占めていることから，若手職員
の早期育成や管理職人材の育成・確保に取り組む必要があります。

○誰もが活躍できる職場環境づくり
・職員一人ひとりが仕事にやりがいを持って職務を遂行し，期待される役割を的確に

果たすためには，引き続き，職員の職務意欲を喚起することと併せて，ワーク・ラ
イフ・バランスを実現し，女性職員の活躍推進も含め，誰もが活躍でき，安心して
働き続けられる職場環境づくりを進めていく必要があります。

現状と主な課題

◆人材の確保とやりがいや意欲を高める仕組みづくり
・市政を担う人材を確保するとともに，専門分野における人材の活用を推進します。また，新た

に導入される会計年度任用職員制度を適切に運用するほか，職員のやりがいや意欲を高めなが
ら，多様化・複雑化する市民ニーズにきめ細かに対応していくため，人事・給与制度の適正な
運用と見直しに取り組みます。

３－２ 誰もが活躍できる職場環境づくり

３－１ 人材の確保・育成と意欲の向上

◆ワーク・ライフ・バランスの実現と誰もが活躍できる職場環境づくりの推進
・調布市特定事業主行動計画（第七次行動計画）に基づき，変則勤務やテレワークの試行実施な

ど柔軟な働き方の見直しや時間外勤務縮減及び定時退庁推進に向けた取組（人事評価制度を通
じた取組や応援制度の検討）を進めます。また，女性職員のキャリア形成に関する支援や安心
して働き続けられる環境づくりとしてハラスメント防止などに取り組み，誰もが活躍できる職
場環境づくりを進めます。

◆人材育成基本方針に基づく研修の推進
・多様化・複雑化する市民ニーズに適切に対応していくため，第２期調布市人材育成基本方針に

基づく各種研修やＯＪＴの推進のほか，自己研鑽意欲を促進し，職員の職務に対する意識や能
力の向上を図ります。

◆政策法務能力の向上
・職員における法令等に関する基礎的知識の習得，法令等の解釈・運用能力の向上のほか，条例

等の立案能力の向上を図り，政策法務の実践につなげるため，任期付法務専門職を活用した研
修，相談などの取組を推進します。

◆事務の簡素化・効率化の推進【再掲】

・庁内における業務量の増加への対応などを踏まえ，より効率的な業務執行を推進するため，既
存業務の分析・検証等を行い，業務プロセスの見直しや情報通信技術の活用による事務の簡素
化・効率化に取り組みます。

≪常勤職員の勤続年数の状況（2017.4.1現在）≫

新規プラン

約４割
39.48％

個別プランの取組概要

基本的取組ごとの個別プランの内容



○将来にわたり，質の高い市民サービスを提供してい
くため，計画（Ｐｌａｎ）－実施（Ｄｏ）－評価
（Ｃｈｅｃｋ）－改善・見直し（Ａｃｔｉｏｎ）の
マネジメントサイクルにより，限られた経営資源を
計画的かつ効果的・効率的に活用し，計画・行財政
改革・予算が一体となった取組を推進する。

次期行革プラン
第３の柱：計画的な行政の推進

計 画 行 政 の 推 進方針４ 次期行革プラン検討案

○持続可能な市政経営を推進するため，行政評価を活用した振返り評価を行い，ＰＤＣＡマネジメントサイクルに基づく見直し，改善の
取組を推進します。

○健全な財政運営を図る観点から，経常経費をはじめとした経費縮減と併せて，積極的な財源確保に取り組みます。
○「ファシリティマネジメント」の視点から，土地・建物とその環境の効果的・効率的な活用による市政経営の効率化を目指します。
○公共施設・インフラマネジメントの推進においては，調布市公共施設等総合管理計画における基本方針に基づき，適正配置，総量抑制，

老朽化対策，コスト縮減などの視点に留意しながら取組を進めます。

取組の視点

スペースが余る施策は，関連す
る写真・ポンチ絵等を掲載して
ください。

○ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる行財政運営
・行政評価を活用し，毎年度，基本計画に位置付けた

施策・事業を中心とした振返り評価を行い，不断の
見直し，改善を図りながら，取組の推進に努めてお
り，今後も，計画・行財政改革・予算が一体となっ
た取組を推進していくとともに，行政評価のより効
果的な活用も視野にＰＤＣＡマネジメントサイクル
による行財政運営を推進する必要があります。

○健全な財政運営
・市における財政の健全性は維持されていますが，景

気動向の今後の地域経済や市政への波及効果は先行
きが不透明と言わざるを得ない状況です。そのため，
今後見込まれる多大な財政需要を見据えて積極的に
経費縮減・財源確保を図るなど，引き続き，健全な
財政運営に取り組んでいく必要があります。

○公共施設及びインフラマネジメントの推進
・「調布市公共施設等総合管理計画」（平成２８年度

策定）における基本方針等を踏まえ，インフラも含
めた公共施設全体の総合的かつ計画的な管理や，公
共施設マネジメントのモデルケースとなる取組の検
討を進めています。また，老朽化が進んでいる施設
の適切な維持保全と併せて，持続可能で効果的・効
率的な行財政運営を進めるため，施設の機能や劣化
状況のほか，有効活用の視点などを総合的に考慮す
る中で，老朽化や長寿命化への対応をはじめ，経費
の縮減，負担の平準化，民間活力の活用などの視点
も含めて，今後の在り方等に関する考え方を整理し
ていく必要があります。

現状と主な課題

◆ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる行財政運営
・毎年度の行政評価による振返り評価を活用した各種取組の見直し，改善を推進するとともに，

振返り評価の結果を市民に分かりやすく公表していくことにより，質の高い市民サービスの提
供や市政に関する透明性の確保のほか，職員の気付きによるさらなるＰＤＣＡマネジメントサ
イクルの推進につなげていきます。

４－２ 健全な財政運営

<その他の取組>
◆補助金と受益者負担の適正化
◆行財政改革推進会議の活用

４－１ ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる行財政運営

◆事務事業等の見直し，改善による経常経費の縮減
・今後も様々な財政需要が見込まれ

る中で，質の高い市民サービスを将来にわたり持続
的に提供していくため，事務事業ごとや，節（委託
料や補助金）ごとなど，様々な視点での見直し，改
善により，経常経費の縮減に取り組みます。

◆積極的な財源の確保と財政負担の抑制
・調布市が発行する各種刊行物における広告料収入の

確保のほか，寄附等の仕組みを活用した財源確保の
取組の検討・活用に取り組みます。また，市有財産
の有効活用や補助制度の新たな適用を受けることに
よる財源確保の取組のほか，民間事業者等との協働
による財政負担の軽減に資する取組を推進します。

４－３ 公共施設等マネジメントの推進

◆市庁舎の長寿命化等と将来的な更新の検討
・市庁舎における耐震性の確保に向けた免震改修事業を着実に推進しま

す。また，調布市公共施設等総合管理計画における基本方針に基づき，
現状における課題を踏まえ，免震改修後における庁舎の長寿命化等に関
する取組の方向性を整理するほか，将来的な更新に向けては，現敷地が
最有力地となっている中で，事業手法，財源確保方策等の検討に取り組
みます。

◆グリーンホール及び総合福祉センターの在り方検討，整備の推進
・グリーンホール及び総合福祉センターについて，

調布市公共施設等総合管理計画における基本方針に基づき，都市基盤整
備の進捗や公共施設の在り方検討を踏まえ，民間活力の活用を視野に多

角的な検討に取り組み，今後の施設整備に関する考え方を整理します。

<その他の取組>
◆財政規律ガイドラインに基づく財政運営
◆普通財産の有効活用・処分
◆給付・医療費の適正化
◆債権管理の推進

<その他の取組> ◆公共施設マネジメントの推進
◆インフラマネジメントの推進

◆市税収納率の維持・向上
◆国民健康保険税収納率の維持・向上

・市税及び国民健康保険税の収納に関する効果的・効
率的な手法を検討・活用しながら，収納率の維持・
向上や収納事務の効率化等に取り組みます。

◆学校施設における長寿命化等の推進
・調布市公共施設等総合管理計画における基本方針及び平成３０年度に策

定の調布市学校施設整備方針に基づき，学校施設における長寿命化等に
関する取組を推進するとともに，より効率的な改修手法等の検討・実施
に取り組みます。

◆官民連携手法によるクリーンセンター跡地活用の推進
・クリーンセンター移転後の跡地について，調布市公共施設等総合管理計

画における基本方針に基づくモデルケースとして，官民連携手法を活用
し，敷地を効果的に活用するとともに，地域ニーズへの対応や行政課題
の解決に資する施設の効率的な整備に取り組みます。

≪公共施設マネジメントの基本方針≫

【基本方針１】
最適化に向けた
適正な配置と
総量の抑制

・提供するサービス
の検討

・集約・複合化等の
検討

・適正な施設保有量
の検討 など

【基本方針２】
適切な維持管理
・運営の推進

・ライフサイクルコ
ストの縮減

・財政負担の縮減・
平準化

・利用者負担の適正
化 など

【基本方針３】
民間活力等の

活用

・官民連携の推進
・他の行政主体等と

の連携
・公有財産の有効活

用 など

新規プラン

新規プラン

新規プラン

新規プラン

新規プラン

個別プランの取組概要

基本的取組ごとの個別プランの内容



⑤後期基本計画策定等における市民参加の取組



0

○ 市内で開催されるイベントに市職員が直接出向いて，計画策定に関する情報発信を行うとともに，

市民からアンケート調査によりまちづくりの優先度などを伺う

○ イベント内にブースを出展し，アトラクション（スーパーボールすくい，オリジナル缶バッチづくり）を合わせ

て実施し，参加のしやすさを工夫

○ これまでのアンケート回答数（４つのイベント・４日間）

※今後の予定 11/18(日) 農業まつり，12/1(土)･2(日) 福祉まつり

後期基本計画策定等における市民参加の取組

市民と計画の検討状況を共有するとともに，今後の調布のまちづくりについてより多くの市民の意見を

把握するため，これまでの基本計画策定時の市民参加手法に加えて新たな取組を実施した。

ちょうふまちづくりキャラバン
公共施設みなおし隊

ニュースレターによる情報発信公共施設見直しに関する意見を伺う様子アンケート調査やアトラクションの様子

イベント名
調布よさこい

8/26（日）

ちょうふ
ｽｸﾗﾑﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ
9/24（日）

商工まつり

10/7（日）

スポーツ
まつり

10/8（祝）
合計

回答者数 １４８人 ２５０人 ２９９人 ５９１人 １２８８人



今後のまちづくりに向けたアンケート 中間報告
「ちょうふまちづくりキャラバン」の取組

○市が優先的に取り組むべき内容について，
基本計画の施策を基本とした３４の取組のうち，
最もそう思うものから順に３つを伺うもの

※市民意識調査において，同じ３４の取組から，

「市政全般（くらし）に対する満足度・優先度について」
を伺う設問があります。

○市に対するご意見などについて自由記入

調査内容

回答者の属性

調査結果 最も優先的に取り組むべきとされた市の取組

２番目に選択された取組（上位１０のみ表示）

３番目に選択された取組（上位１０のみ表示）

年 齢

性 別 住居地

30代
39.8％

40代
37.6％

60代
3.3％

70代
以上

3.6％

20代
3.1％

無回答
5.1％

50代
5.0％

男性
34.5％

女性
62.3％

無回答
3.2％

無回答
9.0％

市外
24.7％

市内
66.3％

【参考】市民意識調査（平成29年度）
◆優先度が高い項目
１位 災害対策 64.1％
２位 道路整備 58.5％
３位 防犯対策 55.5％
４位 子育て支援 53.9％
５位 高齢者の福祉 52.4％



 

 

 

 

 

重要だと思う施設を教えてください。 
（上位３つを回答）※ 対象は 26施設 
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図書館 保育園 本庁舎 小中学校 学童・ユーフォー

１番目に重要 ２番目に重要 ３番目に重要

この１年間に利用した施設を教えてください。 

（複数回答あり，概ね不特定の方が利用可能な施設対象） 
※ 対象は 19施設 

 

たいｓｙ象 

質問１ 
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図書館 たづくり 本庁舎 屋外体育施設 すこやか 屋内体育施設

市内開催のイベントに参加して，スーパーボー

ルすくいなどのアトラクションに足をとめてい

ただきつつ，多くの皆様から公共施設に関する

アンケートへの御協力をいただきました。 

 

 

公共施設に関するアンケート調査「公共施設みなおし隊」 ～中間報告～ 

質問２ 

66
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399

418
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使用料を値上

建設等で民間資金の活用

民間施設の利用促進

土地建物を貸して収入確保

統廃合，集約・複合化，多機能化

近隣自治体との共同設置

管理，運営を民間に

なるべく長く使う

参加イベント（全４回） 

① 8/26 よさこい２０１８  

② 9/24 スクラムフェスティバル 

③ 10/7 商工まつり 

④ 10/8 スポーツまつり 

 

取り組んだほうが良いと思う公共施設マネジメント
の方策を教えてください。（複数回答あり） 

 

質問 3 

349 
333 

261 

218 
187

2 

のべ回答数 3780 

のべ回答数 2638 

のべ回答数 1769 
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